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2023 年度

千
円

8,928
千
円

研修修了者数

研修施設の維持管理費
(警備保障、各種保険加入、清掃業務委託、光熱費等）

1,479
千
円

研修修了者数

研修施設の修繕費
（機械保管庫の屋根の修繕）

2,200
千
円

研修修了者数

目　的
（何のために）

「伐って、使って、植えて、育てる」利用期を迎えている森林資源の循環利用を進めて
いくため、林業就業者にICT等を活用したスマート林業技術を習得させるとともに、安全
な伐倒技術等を浸透させることで労働災害ゼロの職場環境づくりを目指す。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

県内の林業就業者
対象者数（1次産業就業者に対する割合）

436 人 2.83 ％

実施方法

□直接実施（直営）

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■補助金〔直接・間接〕（補助先：(公社)富山県農林水産公社　実施主体：同左）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

富山県林業カレッジ職員人件費 9,074
千
円

研修修了者数

富山県林業カレッジ研修費

根拠法令等 富山県森林・林業振興計画（2019年4月） 担当課･係名 森林政策課

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 松井課長

実施の背景

　戦後の復旧資材・燃料としての過度の伐採により全国にはげ山が広がり災害が頻発したとこ
ろ、早期に森林を回復する観点から、建築用材としての需要が見込まれるとともに、成長の早い
針葉樹の植栽が進められた。県内でも、1960年代からスギを中心とした造林を進めてきた。
　事業開始となる1990年頃の県内の林業労働力は、山村の過疎化に伴い、年々減少するととも
に高齢化率は全国一と深刻な状況であった。特に、森林資源が成熟し利用期を迎えようとするな
か、これまでの林業は造林・保育が中心であったため、伐採・搬出技術をもった労働力が圧倒的
に不足していた。
　このため、1994年4月に担い手確保の実行機関として「林業担い手センター（以下、担い手セン
ター）」が（社）富山県森林公社（現在の（公社）富山県農林水産公社、以下、公社）内に設置され
るとともに、1995年5月に担い手の養成機関として、公社内に、林業分野として全国初の職業能
力開発校（職業能力開発促進法による職業訓練）となる『富山県林業カレッジ（以下、林業カレッ
ジ）』が開校した。
　国においても、「林業労働力の確保の促進に関する法律」が施行（1996年5月）され、1996年8
月には法に基づく担い手対策の実行機関として、公社が本県の「林業労働力確保支援センター」
に指定されるなど、名実ともに担い手対策の中心的な役割を果たす機関となった。
　こうした経緯を踏まえ、県では、国補助事業なども活用しながら当事業により、公社に対し担い
手育成のための支援を行ってきた。
　なお、林業担い手センターのIターン等体験林業などの取組みにより、森林組合作業班員の平
均年齢は、2013年度には46.6歳と20歳近く若返りが進んだ。また、林業カレッジでは、時代背景
や林業技術の発展に合わせ、必要とされる技術者を養成するため、研修計画やカリキュラムの
見直し等を行いながら現在まで運営している。
①第１期計画（1995～2002年度）：高性能林業機械オペレータ養成（32名）
②第２期計画（2003～2007年度）：森林管理技術者養成（24名）
③第３期計画（2008～2016年度）：低コスト生産を担う人材育成（84名）
④第４期計画（2017～2021年度）：主伐・再造林など林業経営を実践できる人材育成（70名）
⑤第５期計画（2022～2026年度）：スマート林業技術を現地で活用・実践できる人材育成
※2022年度までの28年間で延べ764名が研修を修了

事業シート（概要説明書）

予算事業名 富山県林業カレッジ運営推進事業 事業開始年度 1995年度

上位施策事業名 林業人づくり総合支援対策事業 担当局・部名 農林水産部

事業番号：8月5日（土）①

ここから成果指標を導きます。



2023 年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 富山県林業カレッジ運営推進事業 事業開始年度 1995年度

事業番号：8月5日（土）①

2023 年度（予算） 2022 年度(決算見込) 2021 年度(決算) 2020 年度(決算)

12,077 千円

千円

一般財源 11,703 千円 12,092 千円 9,451 千円 9,709 千円

国補助金の内容 林業・木材産業循環成長対策交付金

地方債 1,000 千円 千円 千円 千円

千円

その他の財源の内容 森林環境譲与税

財源

内訳

国補助金
4,978 千円 7,530 千円 2,853 千円 1,447

その他の財源
（使用料、手
数料など）

4,354 千円 4,527 千円 2,239 千円 921

財源合計 22,035 千円 24,149 千円 14,543 千円

0.04 人 292 千円 0.07 人 509 千円

総事業費 22,035 千円 24,149 千円 14,543 千円 12,112 千円

人件費合計 0.05 人 354 千円 0.05 人 369 千円

千円 0.07 人 509 千円

臨時職員等 0 人 0 千円 0 人 0 千円 0 人 0 千円 0 人 0 千円

354 千円 0.05 人 369 千円 0.04 人 292

関連事業
（同一目的事業等）

・林業担い手センター活動推進事業（森林政策課）13,487千円［補助率10/10］
　就業相談会の開催、情報発信サイトの運営、高校生等を対象とした体験林業
・緑の雇用担い手確保支援事業（全国森林組合連合会）11,970千円［委託］
　新規就業者（就業３年未満）を対象に、事業体でのOJT研修とは別に、林業カ
レッジで初任者向けの集合研修を実施。

コ
ス
ト

事
業
費

事業費合計 21,681 千円 23,780 千円 14,251 千円 11,603 千円

事業費内訳
（2022年度分）

職員3名及び臨時雇用1名の人件費 8,334千円
作業員、管理者及び経営者向け11コースの研修実施費用 14,076千円
研修施設の光熱費や警備費、保険料等 1,370千円

人
件
費

担当正職員 0.05 人

事
業
概
要



2023 年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 富山県林業カレッジ運営推進事業 事業開始年度 1995年度

事業番号：8月5日（土）①

2020 年度

2022 年度 2021 年度 2020 年度

25/55

年度

151/130 128/130

46/65

46/47

人 70/101

316千円/人 483千円/人

林業カレッジ研修開催日数 日 73/68 55/53

年間研修修了生 345千円/人

2021

／

県産材素材生産量（年次） 千㎥ 集計中/130

林業労働災害発生件数（年次） 件 6/－ 5/－ 10/－

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　時代の要請にあった林業就業者の役割や経験に応じた研修を地道に続けてきた結果、県産材素
材生産量も着実に増えてきており、県内の林業の発展・振興に大きく寄与していると考えてい
る。
　また、林業カレッジでは、研修受講生の声を次年度の研修にフィードバックすることとしてお
り、研修内容については常に時点修正している。2022年度からは、これまで実施していた研修に
加えて、林業の省力化・効率化を図るため、ドローンや航空・地上レーザ計測で得られたデジタ
ル化された情報など先端技術を活用できる人材を養成する研修にも取組み始めた。
　今後、伐採エリアが急傾斜地や奥地になっていくことを見据え、従来は伐採した丸太を車両に
よって搬出していたが、これからは架線と呼ばれる空中にワイヤーロープを張り、ロープウェイ
のような方法での丸太の搬出に取り組んでいく必要がある。森林内に架線を張るには、相応の知
識と技術が必要であるため、富山県林業カレッジが率先して架線技術に関する研修を実施してい
きたい。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

○福井県：林業担い手スキルアップ支援事業　　　　R4予算額：2,772千円
事業主体：県（公益財団法人福井県林業従事者確保育成基金へ委託）
内　　容：林業経営体の知識・技術向上を図る研修を実施。
補 助 率：委託事業
○千葉県：森林・林業担い手確保・育成対策事業　　R4予算額：14,200千円
事業主体：千葉県森林組合連合会
内　　容：高性能林業機械オペレータ養成、危険木除去技術向上等のための研修を実施。
補 助 率：10/10
○滋賀県：滋賀森づくり推進班アカデミー運営事業　R4予算額：44,088千円
事業主体：滋賀県森林組合連合会
内　　容：既就業者の生産性向上、市町村職員の知識取得等のための研修を実施。
補 助 率：委託事業
○東京都：伐採・搬出技術者育成事業　　　　　　　R4予算額：52,000千円
事業主体：（公財）東京都農林水産振興財団
内　　容：伐採・搬出の技術者の育成等のための研修を実施。
補 助 率：委託事業

※本県と林業就業者数が近い状況の４都県の取組みを抽出

特記事項 特になし

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

・県産材素材生産量（年次）
　経営計画の策定など森林資源の分布などを踏まえた出材計画や、実際の効率的な出材
方法の選定など、カレッジで習得した技術の組み合わせにより得られる成果
・林業労働災害発生件数（年次）
　労働災害の未然防止は林業の技術指導にあって最優先事項

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費

2022 年度

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位

林業カレッジ研修修了者数

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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財務諸表URL https://www.taff.or.jp/zaimu/index.html

特記事項

10/23

団体概要

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 富山県林業カレッジ運営推進事業 事業開始年度 1995年度

千円

国からの財政支出金

千円

団体名

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

　（公社）富山県農林水産公社は、林業担い手対策の実行機関として、「林業労働力の確保の促進に関する法律（1996年5
月施行）」に基づき、「林業労働力確保支援センター」（以下、「支援センター」という）の指定（1996年8月）を受けた団体であ
り、県内で唯一となる、林業担い手育成のための研修機関「富山県林業カレッジ」を運営している。

当該事業の
団体における
収支状況

千円

千円

23,780

補助金

公益社団法人富山県農林水産公社

千円 23,780

千円 14,076

支出収入

千円

23,780

千円
委託料・指定管理料

総計

その他
千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 1,370

千円

千円

県出資金

その他

3/0

総計

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

162

常勤

0/2

うち
（出向／OB）

千円

千円

千円

資本金
役
職
員

（単位：人）

１．設立目的
　　富山県内において、農業経営基盤の強化促進、森林の整備活用、栽培漁業の推進その他農林水産業の振興に係る事
業を実施するとともに、有峰森林文化村に関する事業を展開し、もって農林水産業の総合的振興及び農山漁村地域の活
性化並びに環境の保全に寄与することを目的とする。（設立許認可：1966年5月6日　富山県知事）
２．主な事業
　（１）農業事業　①農地の中間管理　②農業の担い手育成確保
　（２）森林事業　①分収造林・育林及び森林の施業受託　②林業の担い手育成確保
　（３）水産事業　①栽培漁業の推進　②漁業の担い手育成確保
　（４）その他　　①農林水産に関する情報提供及び販路拡大、②森林水産会館の管理運営

266,720

80.9 ％

329,520

1/0

非常勤

役員 2

監事

職員 60

千円

8,334

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金

出資比率

研修活動費(職員3名及び臨時雇用1名
の人件費)

研修運営費(作業員、管理者及び経営
者向け11コースの研修実施費用)

研修施設管理費(研修施設の光熱費や
警備費、保険料等)

千円

千円

千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費 16,847 千円

千円 事業費 2,067,342 千円

県からの財政支出金 829,976 千円 管理費 22,006 千円

千円 3,006,183 千円

補助金 千円 総計

その他 借入金返済支出等

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 5,218,124 千円 収支差 105,746 千円

その他 借入金収入、事業収入、基金運用収入等 4,388,148 千円

5,112,378 千円

その他 千円

委託料・指定管理料

2023年度 記載に際しての基本事項
○本シートは、事業の委託・補助先の団体等と行政の関係の全
体像を把握することを目的としています。
○前年度の実績（または見込）に基づいて記載しますが、数値
が確認できない場合は、前々年度のもので構いません。

団体の収入・支出概要及び利益剰余金欄について
○「仕分け対象事業」だけでなく、団体の収入・支出総額とその
内訳を記載してください。
○支出概要で、「人件費」は、当該団体役職員の人件費です。
決算上、事業費と管理費に人件費が含まれている場合、それ
ぞれから人件費部分を差し引き、人件費欄にまとめて記載して
ください。
○この欄は、当該団体に公表義務がなく、かつ自治体がその
情報を公表することに支障があると判断される場合、記載不要

○支出の内訳は、設計ベース（見積もり等）を参考にご記載くだ
さい。その際、総計が必ずしも収入と一致しない（収入＜支出）
場合があると考えられますが、それでも問題ありません。

事業番号：8月5日（土）①
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